
12

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
参
考
に
し
て
、社

内
に
あ
る
デ
ー
タ
と
依
頼
先
も
整

理
で
き
た
わ
。簡
単
そ
う
な
カ
テ
ゴ

リ
を
試
し
に
算
定
し
た
い
わ
ね
。パ

ン
フ
レ
ッ
ト
の
モ
デ
ル
試
算
に
は
、

カ
テ
ゴ
リ
6
出
張
が
載
っ
て
る
わ
。

た
ぶ
ん
簡
単
だ
ろ
う
か
ら
、ま
ず
カ

テ
ゴ
リ
6
出
張
を
算
定
し
て
み
よ

う
か
し
ら
。

え
え
と
、②「
基
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と

排
出
原
単
位
デ
ー
タ
べ
ー
ス
を
用

意
く
だ
さ
い
。」か
、用
意
し
て
る

わ
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
第
Ⅱ
部
2
・
6
に
は

「
各
交
通
機
関
に
よ
る
移
動
距
離
、

又
は
移
動
の
た
め
に
消
費
さ
れ
た

燃
料
使
用
量
が
把
握
で
き
る
場
合
」

と
書
い
て
る
わ
。 

で
も
、移
動
距
離

な
ら
ま
だ
し
も
、燃
料
消
費
量
な
ん

て
各
交
通
会
社
に
問
合
わ
せ
て
教

え
て
く
れ
る
も
の
な
の
か
し
ら
…
。

あ
っ
C
さ
ん
、こ
れ
を
見
て
も
ら
え

ま
す
か
？

各
交
通
会
社
に
当
社
の
出
張
の
燃

料
消
費
量
を
教
え
て
も
ら
う
の
は

難
し
い
な
。パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
確
認

し
た
？
①
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
3
章
に

簡
易
な
方
法
が
載
っ
て
い
た
と
思
う

細
か
い
算
定
が
難
し
い
時
は
、

現
実
的
な
算
定
方
法
を
使
う

第4章 カテゴリ算定例

カテゴリ6・7
人の移動

出
張
・
通
勤
を
実
際
に
算
定
し
、

算
定
方
法
を
理
解
し
よ
う

「
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、排
出
原
単
位
D
B

を
確
認
し
、実
際
に
デ
ー
タ
を
集
め
て
算
定
す
る
」と

い
う
基
本
的
な
算
定
の
流
れ
を
身
に
つ
け
よ
う
。

TRY

排出原単位DB

カテゴリ6 出張

ま
ず
は
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
で
大
体
の
内
容
を
把
握
し
よ
う

1

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
D
B
で
詳
細
を
確
認
す
る

2

パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ6】出張を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「[11]交通費支給額当たり排出原単位」などを参照

報告対象年度に常時使用する従業員の出張など、業務における
従業員の移動の際に使用する交通機関から排出される排出量。
（ただし、報告企業が所有・管理する移動手段を利用した場合は、スコープ1、2と
して算定するため除く）

 出張者の宿泊に伴う宿泊施設での排出
 車両や施設の製造に伴うライフサイクルでの排出

●従業員の対象は算定・報告・公表制度で定める常時使用する従業員であ
るが、算定対象範囲内の連結事業者の従業員も含む。
●フランチャイズチェーンやテナントの従業員は算定対象外とするが、対象
としてもよい。
●従業員自身が保有する自家用車で営業活動などの業務に係る移動を
行っている場合、その自動車による走行も本カテゴリの算定対象とする。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ6】出張を参照

▲

排出原単位DBについては当参考書のP14を参照

任 意

任 意

雇用者の通勤
CATEGORY 7

出　張
CATEGORY 6

CATEGORY 6
算定方法①：出張旅費金額をもとに算定

 出張旅費金額

 出張旅費金額当たりの排出原単位

算定方法②：従業員数をもとに算定

 従業員数

 従業員数当たりの排出原単位

活動量

排出
原単位

活動量

排出
原単位

出張

パンフレット

基本ガイドライン
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か
ら
、と
り
あ
え
ず
見
て
み
よ
う
か
。

あ
っ
、簡
易
な
算
定
方
法
が
載
っ
て

い
ま
し
た
。交
通
会
社
へ
の
問
合
わ

せ
は
カ
ッ
ト
で
き
そ
う
で
す
。

や
っ
ぱ
り
現
実
的
な
算
定
方
法
が
設

定
さ
れ
て
い
る
ん
だ
ね
。

③
1
つ
の
算
定
方
法
だ
け
で
な
く

色
々
な
算
定
方
法
が
あ
っ
て
、し
か

も
よ
り
現
実
的
な
算
定
方
法
も
あ

る
ん
で
す
ね
。こ
れ
な
ら
経
理
に
出

張
の
デ
ー
タ
を
も
ら
え
ば
算
定
で
き

そ
う
で
す
ね
。

そ
う
だ
ね
。い
く
つ
か
算
定
方
法
が

あ
る
け
ど
ど
れ
を
使
え
ば
い
い
の
か

な
？
こ
れ
は
経
理
部
に
聞
い
て
、手

に
入
り
や
す
い
デ
ー
タ
を
使
っ
た
ほ

う
が
よ
さ
そ
う
だ
ね
。

自
分
の
会
社
の
現
状
に
即
し
た
算

定
方
法
で
算
定
で
き
る
の
は
あ
り
が

た
い
で
す
ね
。ま
ず
は
デ
ー
タ
を
確

認
し
て
み
ま
す
！

■カテゴリ6 出張

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か
ら
、
基
本
・
簡
易 

そ
れ
ぞ
れ
の
算
定
パ
タ
ー
ン
を
確
認
す
る

3

各交通機関（旅客航空機、旅客鉄道、旅客船舶、自動車）による移動距離、
又は、移動のために消費された燃料使用量を使って算定する。

移動手段別の交通費支給額に基づいて算定する。

常時使用される従業員数に基づいて算定する。

出張日数に基づいて算定する。

基本の算定方法による算定が難しい場合

上記の算定方法による算定が難しい場合

〈旅客航空機、旅客鉄道、旅客船舶、自動車〉

〈自動車〉

簡易

（輸送モード別）Σ｛（旅客人キロ）×（排出原単位）｝
ここで、旅客人キロ＝（経路別）Σ（旅客数×旅客移動距離）

【燃料法】Σ｛燃料使用量×排出原単位（＝単位発熱量×排出原単位×44/12）｝

【燃費法】Σ｛移動距離/燃費×排出原単位（＝単位発熱量×排出原単位×44/12）｝

（移動手段別） Σ（交通費支給額×排出原単位）

※青字部：交通会社から収集する一次データ、もしくは報告企業自身の一次データを使用する。
※赤字部：「燃料の燃焼時の排出に基づく原単位」または「ライフサイクルでの排出に基づく原単位」を使用する。
　使用する排出原単位は本カテゴリを通じて可能な限り一貫して適用し、適用した排出原単位の考え方を明示すること。

※青字部：報告企業自身の購入量データであり、一次データを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
　排出原単位データベース」などから引用・適用される二次データを使用する。

なお、移動手段別の交通費が不明な場合には、移動手段別の割合をサンプリング
調査などにより設定し算定する。

※青字部：報告企業自身の購入量データであり、一次データを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
　排出原単位データベース」などから引用・適用される二次データを使用する。

（出張種類（国内日帰・国内宿泊・海外）別）Σ（出張日数×排出原単位）

Σ（従業員数×排出原単位）

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ6】出張を参照

基本

 出張者の宿泊に伴う宿泊施設での排出任 意

 車両や施設の製造に伴うライフサイクルでの排出任 意

移動手段別の交通費支給額に
基づいて算定する簡易

Σ（交通費支給額×排出原単位）

■算定に使用する式は

■排出原単位は

■代入すると

■算定に使用できるデータは

6,853,582

6,853,582

22t-CO2=
0.00321(kgCO2/ )

0.00321(kgCO2/ )
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活
動
量
と
し
て
利
用
す
る
デ
ー
タ

は
何
が
最
適
な
の
か
考
え
よ
う

排
出
量
算
定
の
基
本
式
は「
活
動
量
」

×「
排
出
原
単
位
」。こ
れ
は【
算
定
・

報
告
・
公
表
制
度
】と
同
じ
だ
な
。と

い
う
こ
と
は
、活
動
量
と
排
出
原
単

位
が
決
ま
れ
ば
算
定
で
き
る
ね
。

カ
テ
ゴ
リ
6
の
簡
易
算
定
方
法
で

は
、活
動
量
と
し
て
利
用
で
き
る
の

は【
移
動
手
段
別
の
交
通
費
支
給

額
】、【
出
張
日
数
】、【
従
業
員
数
】、

任
意
算
定
の【
宿
泊
数
】の
４
種
類

が
あ
る
の
ね
。④
排
出
原
単
位
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
の
[10]
〜
[13]
に
そ
れ
ぞ
れ
の

場
合
で
利
用
す
る
排
出
原
単
位
も

あ
る
か
ら
、こ
れ
で
算
定
で
き
そ
う
。 

一
番
簡
単
そ
う
な【
従
業
員
数
】か
ら

算
定
す
る
方
法
を
利
用
し
よ
う
か
な
。

【
従
業
員
数
】か
ら
算
定
す
る
方
法

か
。こ
れ
は
簡
単
で
今
回
み
た
い
に

全
体
を
把
握
す
る
だ
け
な
ら一
番
使

い
や
す
い
け
ど
、B
部
長
は
削
減
策

を
検
討
す
る
た
め
に
も
使
い
た
い
っ

て
言
っ
て
い
た
よ
ね
？
最
近
、当
社

も
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
使
っ
て

出
張
回
数
を
減
ら
し
て
い
る
け
ど
、

こ
の
算
定
方
法
だ
と
効
果
は
計
測

で
き
な
い
ね
。こ
の
方
法
だ
と
、排
出

量
の
削
減
策
は
従
業
員
の
削
減
し

か
な
い
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
よ
。

排出原単位DB

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「交通費支給額当たり排出原単位」などを参照

カテゴリごとに利用可能な排出原単位を解説・整理したデータベース。
カテゴリごとの排出原単位一覧表（目次）や、国内・海外の排出原単位の一覧表が確認できる。

排出原単位DB（データベース）とは…

表4 交通区分別
　　旅客人・km当たりの排出原単位 表5 交通費支給額当たりの排出原単位

表8 延べ出張日数当たりの排出原単位

表7 従業員数当たりの排出原単位表6 宿泊数当たりの排出原単位

■カテゴリ6 出張

排
出
原
単
位
D
B
か
ら
算
定
方
法
の
排
出
原
単
位
を
選
ぶ

4

▲

カテゴリ6で使用する排出原単位を確認

交通区分

旅客航空機

旅客鉄道
旅客船舶

自動車

国内線
国際線

バス（営業用乗合）
タクシー・ハイヤー

0.00321
0.00201
0.00137
0.02286
0.00242
0.00220

排出原単位
（kgCO2/円）交通区分

旅客航空機

旅客鉄道
旅客船舶

自動車

国内
国際

バス（営業用乗合）
タクシー・ハイヤー
自家用乗用車

0.110
0.0830
0.0236
0.6497
0.0836
0.438
0.198

排出原単位
（kgCO2/人・km）

種別

全出張平均値
国内・日帰り
国内・宿泊
海外

0.030
0.030
0.027
0.045

延べ出張日数当たりの排出原単位
（tCO2/人・日）

種別

出張 0.130

従業員数当たりの排出原単位
（tCO2/人・年）種別

宿泊 31.5

排出原単位（kgCO2/泊）

排出原単位DB
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そ
う
か
。【
従
業
員
数
】に
対
応
す
る

排
出
原
単
位
を
用
い
る
と
い
う
こ

と
は
、一
般
的
な
会
社
の
従
業
員
一
人

当
た
り
の
出
張
に
よ
る
排
出
量
か

ら
、自
社
の
排
出
量
を
推
計
す
る
と

い
う
こ
と
な
ん
で
す
ね
。

自
社
内
の
デ
ー
タ
で
算
定
で
き
る

方
法
の
中
で
、で
き
る
だ
け
高
い
精

度
の
算
定
方
法
を
用
い
て
い
た
方

が
、後
々
活
用
で
き
る
可
能
性
が
拡

が
る
ん
で
す
ね
。

じ
ゃ
あ【
移
動
手
段
別
交
通
費
支
給

額
】を
用
い
れ
ば
、今
後
出
張
の
交

通
費
を
削
減
し
た
場
合
は
排
出
量

も
減
ら
せ
ま
す
ね
！
こ
の【
移
動
手

段
別
交
通
費
支
給
額
】に
対
応
す
る

デ
ー
タ
を
も
ら
え
ば
算
定
で
き
そ

う
ね
。

⑤
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
よ
る
と
、カ
テ
ゴ

リ
7
の「
通
勤
」も
同
じ
や
り
方
で
で

き
そ
う
だ
よ
。

そ
れ
な
ら
、出
張
の
交
通
費
の
デ
ー

タ
を
も
ら
う
際
に
通
勤
費
の
デ
ー

タ
も
も
ら
え
ば
、一緒
に
算
定
で
き
そ

う
で
す
ね
！ 

■
従
業
員
の
定
義
は
？

■
営
業
車
両
の
稼
働
は
ど
の
カ
テ
ゴ
リ
に

計
上
す
べ
き
か
？

■
自
家
用
車
の
通
勤
の
算
定
方
法
は
？

プラスワンQ&A参
照

排出原単位DB

※青字部：報告企業自身の購入量データであり、一次データを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位
　データベース」等から引用・適用される二次データを使用する。

カテゴリ7 雇用者の通勤

各交通機関による移動距離、又は、移動のために消費された燃料
使用量が把握できる場合の算定方法。

（移動手段別の）交通費支給額に基づき算定する。

基本の算定方法による算定が難しい場合

簡易

（輸送モード別）Σ（旅客人キロ×排出原単位）
ここで、旅客人キロ＝（経路別）Σ（旅客数×旅客移動距離）

〈自動車〉
【燃料法】 Σ｛燃料使用量×排出原単位（＝単位発熱量×排出係数×44/12）｝

【燃費法】 Σ｛移動距離/燃費×排出原単位（＝単位発熱量×排出係数×44/12）｝

（移動手段別） Σ（交通費支給額×排出原単位）

※下線あり青字部：交通会社から収集する一次データを使用する。
※下線なし青字部：交通会社から収集する一次データ、もしくは報告企業自身の一次データを使用する。
※赤字部：「燃料の燃焼時の排出に基づく原単位」または「ライフサイクルでの排出に基づく原単位」を
　使用する。本カテゴリを通じて可能な限り一貫して適用し、適用した排出原単位の考え方を明示すること。

パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ7】雇用者の通勤を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「従業員当たり排出原単位」などを参照

報告対象年度における常時使用する従業員の工場・事業所への通勤時に使用する交通
機関から排出される排出量（報告企業が所有・運行する移動手段を利用した場合は除く）
《任意》従業員のテレワーキングにより生じる排出量

●従業員の対象は算定・報告・公表制度で定める常時使用する従業員であるが、算定対象範囲内の連結事業者の従業員も含む。
●フランチャイズチェーンやテナントの従業員は算定対象外とするが、対象としてもよい。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ7】雇用者の通勤を参照

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ7】雇用者の通勤を参照

基本

カ
テ
ゴ
リ
7
の
算
定
方
法

5

6,7883,211

移動手段別の交通費支給額に
基づいて算定する簡易

Σ（交通費支給額×排出原単位）

■算定に使用する式は

■排出原単位は

■代入すると

■算定に使用できるデータは

6,7883,211

93t-CO2=
0.00137(kgCO2/ )

0.00137(kgCO2/ )

▶テレワークに伴う排出量の算定は、ガイドラインを参照
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次
は
ど
の
カ
テ
ゴ
リ
が
い
い
か
な
。

カ
テ
ゴ
リ
6
・
7
は
簡
単
だ
っ
た
け

ど
、ど
ち
ら
も
移
動
だ
っ
た
か
ら
、

ひ
ょ
っ
と
し
て
輸
送
も
簡
単
か
も
。

輸
送
は
、カ
テ
ゴ
リ
4
輸
送
、配
送

（
上
流
）と
、カ
テ
ゴ
リ
9
輸
送
、配

送（
下
流
）の
２
つ
あ
る
の
ね
。

①
あ
れ
、カ
テ
ゴ
リ
4
輸
送
、配
送

（
上
流
）が
自
社
か
ら
発
送
す
る
輸

送
に
も
書
い
て
あ
る
。な
ん
で
自
社

か
ら
発
送
す
る
輸
送
な
の
に
上
流

な
ん
だ
ろ
う
？
こ
れ
で
合
っ
て
る
の

か
な
、環
境
省
に
電
話
し
て
み
よ
。

●
　
●
　
●

も
し
も
し
、サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排

出
量
の
担
当
の
方
を
お
願
い
し
ま

す
。パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
自
社
か
ら
発

送
す
る
輸
送
と
し
て
カ
テ
ゴ
リ
4

と
カ
テ
ゴ
リ
9
の
両
方
が
書
い
て
あ

り
ま
す
が
、間
違
い
で
は
な
い
で
す

か
？

お
問
合
せ
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

す
。パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
図
３
に
あ
り
ま

す
よ
う
に
、②
ス
コ
ー
プ
3
基
準
で
は

お
金
の
流
れ
で
上
流
と
下
流
を
区

分
し
ま
す
。輸
送
会
社
へ
お
金
を

払
っ
て
出
荷
す
る
場
合
は
、自
社
を

輸
送
の
上
流
・
下
流
の
区
分
は

お
金
の
流
れ
に
基
づ
い
て
い
る

第4章 カテゴリ算定例

カテゴリ4・9
物の移動

輸
送
は
区
分
に
注
意
し
、

シ
ナ
リ
オ
を
用
い
た
算
定
を
学
ぼ
う

ひ
と
つ
ひ
と
つ
の
商
品
に
つ
い
て
個
別
に
調
べ
る
の

は
現
実
的
で
は
な
い
。輸
送
シ
ナ
リ
オ
の
よ
う
に
、一

定
の
ル
ー
ル
に
当
て
は
め
た
算
定
も
し
て
み
よ
う
。

TRY

輸
送
の
「
上
流
」
が
ふ
た
つ
？

1

上
流
と
下
流
の
区
分

2LCA（ライフサイクルアセスメント）などでは、自社を中心にモノの流れで上流と下流を
考えることが多いですが、スコープ3基準はお金の流れで上流と下流を考えています。
スコープ3基準のカテゴリ1～8が上流、カテゴリ9～15が下流に位置付けられていま
す。上流の定義は「原則として購入した製品やサービスに関する活動」、下流の定義は
「原則として販売した製品やサービスに関する活動」です。

荷主の出荷輸送はモノの流れでは下流ですが、
スコープ3基準では上流（カテゴリ4）に位置付けられます。

上流と下流の区分

輸送、配送（上流）
CATEGORY 4
輸送、配送（上流）

CATEGORY 4

企業

輸送、配送（下流）
CATEGORY 9

輸送、配送（上流）
CATEGORY 4

CATEGORY 9

CATEGORY 4

図5.パンフレットのイメージ図より

例えば

輸送、配送（上流）
CATEGORY 4

輸送、配送（下流）
CATEGORY 9

?

購入に関する
排出

上流

下流
販売に関する
排出

図6.上流と下流の区分のイメージ
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中
心
と
し
た
物
の
流
れ
で
考
え
る

と
下
流
で
す
が
、お
金
を
支
払
っ
て

い
る
の
で
ス
コ
ー
プ
3
基
準
で
は
上

流
に
区
分
さ
れ
ま
す
。③
物
流
に
つ
い

て
は
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
Q
&
A
で
も

解
説
し
て
お
り
ま
す
の
で
、合
わ
せ

て
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

確
認
し
ま
す
。あ
り
が
と
う
ご
ざ
い

ま
し
た
。

ス
コ
ー
プ
3
基
準
の
上
流
と
下
流

の
区
分
は
独
特
ね
。思
っ
た
よ
り
物

流
は
難
し
そ
う
。だ
け
ど
始
め

ち
ゃ
っ
た
し
、カ
テ
ゴ
リ
4
の
算
定

を
続
け
て
み
よ
う
。

調
達
と
出
荷
・
廃
棄
の
物
流
に
つ
い
て

3

一次
サプライヤー
（原料）

自社輸送
（荷主：自社）

自社
自社倉庫

工場

他社輸送
（荷主：自社）

一次
サプライヤー
（材料）

サプライヤー
（燃料）

スコープ3 カテゴリ4

自社輸送
（荷主：自社）

他社輸送
（荷主：自社）

スコープ3 カテゴリ4

他社輸送
（荷主：他社）

スコープ3 カテゴリ4

燃料の輸送

スコープ3 カテゴリ3

スコープ1、2

スコープ1、2

（製品）

（廃棄物）

※2

※2

廃棄物
処理業者

自社輸送
（荷主：自社）

自社

工場

他社輸送
（荷主：自社）

スコープ3 カテゴリ4
他社の倉庫
卸　など

スコープ3 カテゴリ9
他社での販売
（小売店など）

スコープ3 カテゴリ9

他社輸送
（荷主：他社）

スコープ3 カテゴリ9

他社輸送
（荷主：自社）

スコープ3 カテゴリ5

他社輸送
（荷主：他社）

スコープ3 カテゴリ5

スコープ1、2

出荷及び廃棄に関する物流

調達に関する物流

※3

一次サプライヤーより
上流の輸送

スコープ3 カテゴリ1

一次サプライヤーより
上流の輸送

スコープ3 カテゴリ1

…

…

※1

※1

※1

※1

調達に関する物流は基本的にスコープ3カテゴリ4に該当します。ただし、自社が運行する輸送はスコープ1、2に含む可能性があります
ので、グループ内で輸送会社を有する場合はご注意ください。また、燃料の調達輸送はスコープ3カテゴリ3に該当します。

※1 環境省「排出原単位データベース」に掲載しておりますカテゴリ1に適用できる排出原単位は、※1の輸送を含んでいます。
　　よって、環境省「排出原単位データベース」を使用する場合は、別途※1にあたる輸送に伴う排出量を算定する必要はございません。
※2 スコープ3基準及び基本ガイドラインでは、輸送を任意算定対象としています。
※3 スコープ3基準及び基本ガイドラインでは、輸送を算定対象外としていますが、算定いただいても構いません。

自社から出ていく物流には大きく分けて、出荷に関する物流と廃棄物に関する物流があります。出荷に関する物流は、自社で運行する輸
送はスコープ1、2、他社に委託している輸送のうち自社が荷主の輸送はスコープ3カテゴリ4、自社が荷主の輸送以降はスコープ3カテ
ゴリ9に該当します。また、他社の倉庫や、卸、小売などはスコープ3カテゴリ9に該当します。一方、廃棄物の処理場までの輸送は、スコー
プ3カテゴリ5に該当します。

消費者

図7. 調達に関する物流

図8. 出荷及び廃棄に関する物流
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う
ー
ん
、確
か
に
、簡
易
算
定
に
必

要
な
デ
ー
タ
と
し
て
、「
調
達
物
ご

と
の
輸
送
手
段
、輸
送
距
離
、積
載

率
」と
い
う
の
が
書
か
れ
て
い
る
け

ど
、こ
れ
も
さ
っ
き
の
出
張
の
算
定

と
同
じ
で
、各
企
業
に
問
合
わ
せ
し

た
と
し
て
も
こ
ん
な
の
教
え
て
く
れ

な
い
よ
ね
。第
一
、商
品
ご
と
の
輸
送

手
段
を
調
べ
る
だ
け
で
気
が
遠
く
な

り
そ
う
…
C
さ
ん
が
教
え
て
く
れ

た
よ
う
な
、も
っ
と
現
実
的
な
算
定

方
法
は
な
い
の
か
な
…

A
さ
ん
、困
っ
た
顔
を
し
て
る
け
ど

ど
う
し
た
の
？

出
張
の
算
定
方
法
の
時
の
よ
う
に
、

C
さ
ん
が
教
え
て
下
さ
っ
た
現
実
的

な
算
定
方
法
が
カ
テ
ゴ
リ
4
で
も

な
い
か
探
し
て
い
る
ん
で
す
。

上
流
の
輸
送
の
算
定
方
法
だ
ね
。ど

れ
ど
れ
…
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
注
に「
シ

ナ
リ
オ
を
作
成
し
、算
定
す
る
こ
と

も
可
能
」と
あ
る
よ
。こ
れ
が
使
え

る
ん
じ
ゃ
な
い
か
な
？

シ
ナ
リ
オ
？

輸
送
は【
シ
ナ
リ
オ
】に
よ
っ
て

現
実
的
に
算
定
可
能

排出原単位DB

カテゴリ4 輸送、配送（上流） カテゴリ9 輸送、配送（下流）も同様です

国内における輸送については、算定・報告・公表制度における
特定荷主の算定方法を適用して算定する。 

原材料などの輸送シナリオに基づいて算定する。

基本の算定方法による算定が難しい場合

簡易

国内輸送は10トントラックで500km片道輸送・積載率50％とする。

【燃料法】Σ｛（燃料使用量）×（排出原単位）｝

【燃費法】Σ｛（輸送距離）/（燃費）×（排出原単位）｝

【トンキロ法】※ただし、トンキロ法では帰り便の空輸送に係る排出量は算定できない
＜トラック＞Σ｛（輸送トンキロ）×（トンキロ法燃料使用原単位）×（排出原単位）｝
＜鉄道、船舶、航空＞Σ（輸送トンキロ）×（トンキロ法輸送機関別排出原単位）

（例）カーボンフットプリント試行事業における原材料の輸送シナリオ

※青字部：サプライヤーから収集するデータを使用する。
※赤字部：「原単位データベース」などから引用・適用される二次データを使用する。

カ
テ
ゴ
リ
4
の
算
定
方
法

4
パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ４】輸送、配送（上流）を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「温対法算定・報告・公表制度における【輸送】に関する排出係数」などを参照

①報告企業が報告対象年度に購入した製品・サービスのサプライヤーから
　自社への物流（輸送、荷役、保管）に伴う排出
②報告企業が報告対象年度に購入した①以外の物流サービス（輸送、荷役、保管）に伴う排出
　（自社が費用負担している物流に伴う排出）

●出荷物流でも、自社が荷主なら「下流」（カテゴリ9）でなく「上流」（カテゴリ4）
●商社などの仲介業者が商取引を仲介している場合であっても物流として製造者から直接手配して引き取っている場合などは、
自社が調達した製品・サービスの製造者からの輸送を算定対象に含めることとする。
●帰り便の空輸送は、「車建てで期間契約している場合」、「車建てで輸送区間ごとに契約しているが、契約形態から見て他社の貨
物輸送を行うことが実質的に不可能である場合」は算定することとする。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ４】輸送、配送（上流）を参照

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ４】輸送、配送（上流）を参照

A

 1,600km
1,000km

基本

▶冷媒の漏えい、物流拠点や販売拠点での荷役、保管、販売の排出量はガイドラインを参照
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④
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
る
と
、輸
送

距
離
、輸
送
手
段
、積
載
率
に
関
し

て
、想
定
す
る
値
を
検
討
し
て「
輸

送
シ
ナ
リ
オ
」と
し
て
使
え
る
み
た

い
だ
よ
。こ
れ
が
い
わ
ゆ
る
現
実
的

な
算
定
方
法
か
な
？

そ
れ
な
ら
社
内
の
デ
ー
タ
を
使
っ
て

算
定
が
で
き
そ
う
で
す
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
国
内
輸
送
に
つ

い
て
書
か
れ
て
い
る
ね
。シ
ナ
リ
オ

に
つ
い
て
も
っ
と
知
る
に
は
、基
本

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
第
Ⅱ
部
2
・
4
・
2

を
確
認
す
れ
ば
よ
さ
そ
う
だ
ね
。

⑤
あ
と
、下
流
の
事
例
に
つ
い
て
も

「
取
組
事
例
」を
見
て
確
認
し
て
お

こ
う
か
。

は
い
！

プラスワンQ&A参
照

■
輸
送
の
上
流
と
下
流
は
ど
の
よ
う
に

分
類
す
る
か
？

■
下
流
の
輸
送
に
は
ど
の
よ
う
な
活
動
が

該
当
す
る
か
？

■
輸
送
シ
ナ
リ
オ
の
設
定
は
ど
の
よ
う
に

行
え
ば
よ
い
か
？

食品会社で輸送（下流）が当てはまる事例

カ
テ
ゴ
リ
9 

輸
送
、
配
送[

下
流] 

の
事
例

5

最終製品メーカーが小売業者に製品を供給した場合、最終製品メーカーにとってのカテゴリ9
に該当する活動は、小売業者工場から小売業者の各店舗までの輸送・保管、小売業者店舗にお
ける販売（照明、空調、冷蔵など）などが該当します。
また、小売業者の場合は、店舗で販売した製品の輸送を購入者が担うことから、顧客の移動に
伴う排出量を算定することも可能としています（参考：業種別解説（小売業））。 

 

カテゴリ9 輸送、配送（下流）は・・・

①報告企業が報告年に販売した製品の、報告企業から消費者までの輸送・流通。
　（報告企業が費用負担していないものに限る）
②報告企業が所有・管理しない車両・施設での小売、保管を含む。
　（報告企業が保有・管理していない車両・施設を利用）

●所有権を引き渡した以降の物流、保管（販売含む）が対象。→ 改正省エネ法における委託物流は、該当しない。
●製品が店舗販売される場合で、最終製品の購入者が直接の取引先である場合に、購買のための顧客の移動に伴う排出量も対
象とすることができる。郊外型店舗などの集客施設のように顧客の移動が物流の代替機能を担う場合にサプライチェーンの全
体像を把握するために算定することが望まれる。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ４】輸送、配送（上流）を参照

※1 製品輸送を小売業者が委託した場合はカテゴリ9算定対象。
※2 顧客の移動は任意算定対象。

※1
最終製品メーカー

※2移動

小売業者工場
輸送輸送 輸送

保管

小売業者倉庫

カテゴリ9算定対象範囲

販売

小売業者店舗

照明 空調 冷蔵

図9.カテゴリ 9における算定対象範囲 顧客の住居
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次
に
簡
単
そ
う
な
の
は
ど
れ
か
し

ら
。さ
っ
き
整
理
し
た
デ
ー
タ
収
集

先
を
見
る
と
、有
価
証
券
報
告
書
が

あ
れ
ば
、算
定
で
き
る
の
は
、カ
テ
ゴ

リ
２
資
本
財
、カ
テ
ゴ
リ
15
投
資

ね
。な
ん
と
な
く
金
額
が
わ
か
れ

ば
、簡
単
に
算
定
で
き
そ
う
な
気
が

す
る
わ
。ま
ず
、経
理
部
に
お
願
い

し
て
有
価
証
券
報
告
書
の
デ
ー
タ

を
も
ら
お
う
。

●
　
●
　
●

デ
ー
タ
？
今
、取
り
ま
と
め
の
時
期

で
忙
し
い
の
だ
け
ど
。取
扱
い
注
意

の
デ
ー
タ
も
あ
る
し
。デ
ー
タ
の
使

用
目
的
と
し
て
必
要
だ
か
ら
算
定

す
る
必
要
性
を
教
え
て
。①
法
令
義

務
な
の
？
会
社
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ

ト
は
？

法
令
義
務
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。会
社

に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
や
算
定
の
必

要
性
は
、整
理
し
て
改
め
て
お
答
え

し
ま
す
。

●
　
●
　
●

C
さ
ー
ん
、経
理
部
に
デ
ー
タ
を
依

頼
し
た
ら
、法
令
義
務
で
な
い
な

ら
、ま
ず
会
社
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト

や
算
定
の
必
要
性
を
教
え
て
欲
し

排
出
量
算
定
の
必
要
性
に
つ
い
て

説
明
を
求
め
ら
れ
た
時
に
は

第4章 カテゴリ算定例

カテゴリ2・15
資本財・投資

他
部
署
の
協
力
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
、

算
定
意
義
を
ま
と
め
る
な
ど

デ
ー
タ
の
依
頼
方
法
を
工
夫
し
よ
う

成
功
事
例
や
同
業
他
社
の
動
向
を
整
理
し
た
資
料

を
事
前
に
準
備
し
、説
明
を
し
よ
う
。

TRY

企業としてサプライチェーン
排出量算定に取組む意義とは

では、バリューチェーンで考えてみると・・・

データの算出・提供には時間がかかるため
スムーズに提供を受けられない場合も考えられる。

自社が影響を与えている排出量は多様
（購入した製品・サービス、販売した製品の使用など）であり、

スコープ1、2に比べても大きいケースが多い。

【地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）】などに対応するため、
すでに企業はスコープ1、2に該当する排出量の削減努力を続けている。
しかし、もう削減できる部分はほとんど削減しているため、スコープ1、2
分野では大きな効果は見込めないことが多い。

デ
ー
タ
提
供
の
問
題

1

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
取
組
む
意
義

2

全体概算は、バリューチェーン上の排出量のうち、
相対的に排出量の多いカテゴリ（削減取組みを進めるべき

カテゴリ）を見出すために意義がある！

依頼する際は、算定に必要なデータについて
細かく指定することが重要

各部署の担当者に、サプライチェーン排出量について理解してもらうことは難しい。
環境部から、算定に必要なデータがあるか確認したり、どの程度正確なデータにする
か決めたり、データのフォーマットを提供したりして工夫しよう。

！

資本財
CATEGORY 2

投　資
CATEGORY 15

よって
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い
と
言
わ
れ
ま
し
た
。ど
う
説
明

す
れ
ば
い
い
で
し
ょ
う
か
？

や
っ
ぱ
聞
か
れ
た
か
。ま
あ
、も
っ
と

も
な
疑
問
だ
け
ど
ね
。以
前
、社
外

ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
に
必
要
な
デ
ー

タ
を
依
頼
す
る
際
も
同
じ
よ
う
に

詰
め
ら
れ
て
、そ
れ
以
来
、普
段
か

ら
そ
う
い
う
視
点
で
考
え
る
よ
う

に
な
っ
た
ん
だ
。ま
ず
、メ
リ
ッ
ト
は
、

③
成
功
事
例
の
紹
介
。必
要
性
に
つ

い
て
は
、同
業
他
社
の
動
向
を
整
理

し
た
一
覧
表
を
提
示
し
た
り
、「
④
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排
出
量
を
算
定
す

る
日
本
企
業
が
増
え
て
い
る
」と
い

う
こ
と
を
示
す
統
計
資
料
を
用
意

す
る
と
説
明
し
や
す
い
よ
。加
え
て

そ
も
そ
も
算
定
す
る
目
的
で
あ
る
、

②
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
排
出

量
を
把
握
し
て
、今
後
の
当
社
の
削

減
す
べ
き
点
の
特
定
も
説
明
す
る
と

い
い
ね
。

●
　
●
　
●

会
社
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
や
算
定

の
必
要
性
を
整
理
し
て
き
ま
し
た
。

メ
リ
ッ
ト
は
…

よ
く
わ
か
り
ま
し
た
。基
本
的
に
は

公
開
資
料
し
か
提
供
で
き
ま
せ
ん

け
ど
、ど
う
し
て
も
必
要
な
デ
ー
タ

が
あ
れ
ば
、相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

N=CDPへの回答企業数

図10：算定カテゴリ数別企業割合の推移（CDPジャパン500対象企業）

100%

75%

50%

25%

0%
2012年
（N＝233） （N＝227） （N＝220）

2013年 2014年

11-15個
8-10個
5-7個
2-4個
1個
0個

15カテゴリのうち、
回答したカテゴリ数

0.65％
1.31％
2.61％

26.80％ 21.60％

73% 78% 91%
30.72％

37.91％

6.17％

16.05％

12.96％

32.10％

11.11％

16.15％

28.57％

13.66％

21.74％

11.18％

8.70％

成
功
事
例

3

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排
出
量
を
算
定
す
る
日
本
企
業
の
動
向

4

▲

成功事例について詳しくはパンフレットの「ビジネスへの活用に向けて」を参照

スコープ3が対象となるアンケート調査が増えたこともあり、算定する企業はグローバルなメーカーに留まらず、
国内の小売・サービス業などにも広がっている。

日本の時価総額上位500社が対象である【CDPジャパン500】では

先進的に環境経営に取り組む企業の中に、サプライチェーン排出量を算定し、
算定結果をビジネスに活用する企業が増えている。

■成功事例について

CDP
9

■ 外部アンケートなどで、サプライチェーン排出量報告の設問に回答できるようになる！
■ CO2という共通の尺度で評価できるので、業態や部署を超えて共通の目標が設定
　 できるようになる！
■ 業態に合った削減を推し進めることができるようになる！

例えば

■算定企業の増加について

算定結果のビジネス活用方法

CDPジャパン500気候変動レポート 2012-2014より、「平成26年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務」事務局が調査
※CDPについては当参考書の40ページを参照

▲

アンケート調査については当参考書の40、41ページを参照

最低1カテゴリでもスコープ3対応を行った企業割合は、73% 　78% 　91%に増加。
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公
開
資
料
だ
け
で
算
定
で
き
る
か

な
。ま
ず
は
⑤
カ
テ
ゴ
リ
2
資
本
財

ね
。排
出
原
単
位
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

〔
6
〕に【
資
本
財
の
価
格
当
た
り
排

出
原
単
位
】が
あ
る
わ
。こ
の
排
出

係
数
に
対
応
す
る
活
動
量
が
、報
告

年一年
間
の
資
本
財
へ
の
投
資
額
ね
。

こ
の
原
単
位
は【
資
本
形
成
部
門
ご

と
の
資
本
財
価
格
当
た
り
排
出
原

単
位
】っ
て
書
い
て
あ
る
け
ど
、こ
れ

は
ど
う
い
う
意
味
か
な
。Q
&
A
を

見
て
み
よ
う
。な
る
ほ
ど
、つ
ま
り
資

本
財
へ
の
投
資
額
に
当
社
の
業
種

【
食
料
品
】の
原
単
位
を
当
て
る
と

計
算
で
き
る
の
ね
、簡
単
だ
わ
。

次
は
、⑥
カ
テ
ゴ
リ
15
投
資
ね
。こ
の

カ
テ
ゴ
リ
の
算
定
対
象
範
囲
は
株

式
投
資
、債
券
投
資
、プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
等
の
運
用
に
関
連
す

る
排
出
量
を
算
定
す
る
の
ね
。株
式

を
保
有
し
て
い
る
企
業
の
ス
コ
ー
プ

1・2
の
排
出
量
に
保
有
割
合
を
か

け
れ
ば
い
い
な
ら
、簡
単
か
も
。

A
さ
ん
、投
資
の
算
定
は
ど
ん
な
感

じ
か
な
？

は
い
、投
資
は
株
式
の
保
有
割
合
が

わ
か
れ
ば
す
ぐ
で
き
そ
う
で
す
！

資
本
財
、投
資
の
カ
テ
ゴ
リ
を

算
定
し
よ
う

排出原単位DB

カテゴリ2 資本財

自社が購入または取得した資本財別に原材料調達から
製造までの排出量を把握し、積み上げて算定する方法。

購入した資本財の重量、販売単位、あるいは支出額を
把握し、排出量を推計する方法。

基本の算定方法による算定が難しい場合

簡易

Σ｛（物品購入量×サプライヤー独自の資本財ごとの排出原単位）｝

カ
テ
ゴ
リ
２ 

資
本
財
の
算
定
方
法

5
パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ2】資本財を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「資本財の価格当たり排出原単位」などを参照

報告対象年度に購入または取得した資本財の建設・製造及び輸送から発生する排出量。

●資本財の使用に伴う排出はスコープ1またはスコープ2に計上される。
●資本財は財務会計上、固定資産として扱われるものが該当。
●テナントとして借りている施設を改修する場合には、改装する部分（内装・機械など）のみを算定対象とする。
●複数年にわたって建設・製造されている資本財については、建設・製造が終了した最終年に計上する。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ2】資本財を参照

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ2】資本財を参照

基本

※青字部：報告企業自身の購入量データであり、一次データで収集したデータを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位 
 データベース」などから引用・適用される二次データを使用する。

Σ｛（資本財の重量）×（排出原単位）｝

Σ｛（資本財の販売単位）×（排出原単位）｝

Σ｛（資本財の価格（建設費用））×（排出原単位）｝

3,000,000,000

購入した資本財の重量、販売単位、
あるいは支出額を把握し、
排出量を推計する方法

簡易

■算定に使用する式は

■排出原単位は

■代入すると

■算定に使用できるデータは

※複数の事業部門がある場合は、
　事業部門ごとの係数を使用する。

※【tCO2eq】とは
　「eq」＝equivalentの略で「同等」の意味。
　温室効果ガスにはメタンやフロンなども
　あるが、それらを「CO2に換算すると
　○◯トンになる」ということ。

300 )

942 tCO2eq=

3.14(tCO2eq/ )

3.14(tCO2eq/ )

Σ｛（資本財の価格（建設費用））
　　　　　　  　×（排出原単位）｝

一般的

※青字部：報告企業自身の購入量データであり、一次データで収集するデータを使用する。
※赤字部：製品カーボンフットプリント、社内LCA 報告を作成している場合の原単位など、資源
 採取段階から製造段階までの排出原単位を使用する。
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保
有
し
て
い
る
株
式
が
大
企
業
の

も
の
な
ら
保
有
割
合
も
す
ぐ
わ
か
る

し
、ス
コ
ー
プ
1
・
2
排
出
量
を

C
S
R
報
告
書
な
ど
で
公
表
し
て

い
る
企
業
も
多
い
。デ
ー
タ
集
め
は

大
丈
夫
そ
う
だ
ね
。

そ
う
で
す
ね
。た
だ
有
価
証
券
報
告

書
に
よ
る
と
、当
社
は
い
く
ら
か
株

を
持
っ
て
い
る
み
た
い
だ
け
れ
ど
、

こ
れ
は
投
資
的
な
意
味
合
い
で
は
な

く
、持
合
い
で
持
っ
て
い
る
だ
け
み

た
い
で
す
。そ
れ
で
も
算
定
し
な
く

ち
ゃ
い
け
な
い
ん
で
し
ょ
う
か
。

Q
&
A
に
書
い
て
あ
る
か
な
…
。

あ
っ
た
よ
、や
っ
ぱ
り
投
資
は「
利
益

を
得
る
た
め
に
投
資
を
行
う
事
業

者（
主
と
し
て
民
間
金
融
機
関
）」向

け
の
カ
テ
ゴ
リ
だ
そ
う
だ
。当
社
の

業
態
で
は
、持
ち
合
い
株
に
つ
い
て

は
算
定
し
な
く
て
よ
さ
そ
う
だ
ね
。

じ
ゃ
あ
、こ
の
カ
テ
ゴ
リ
15
は
算
定

対
象
外
に
し
ま
す
！

プラスワンQ&A参
照

■「
原
単
位
D
B
の[

６]

資
本
財
価
格
当
た

り
排
出
原
単
位
」の
使
い
方
を
知
り
た
い
。

■
持
ち
合
い
株
し
か
持
っ
て
い
な
い
場
合

カ
テ
ゴ
リ
15
の
算
定
は
必
要
？

■
カ
テ
ゴ
リ
１
、カ
テ
ゴ
リ
２
の
対
象
範

囲
の
判
断
基
準
は
あ
る
か
？

■
組
織
境
界
の
設
定
方
法「
出
資
比
率
基

準
」、「
支
配
力
基
準
」の
違
い
は
？

排出原単位DB

カテゴリ15 投資

※下線あり青字部：被投資者から収集する一次データ（スコープ1及びスコープ2の排出量）。
※下線無し青字部：報告企業自身のデータは、一次データで収集することになる。
※赤字部：LCA関連のDBなどから引用・適用される二次データを使用する。

被投資者から得た投資別のスコープ1及びスコープ2の
排出量を投資持分比率に応じて積み上げて算定する方法。 簡易

カ
テ
ゴ
リ
15 

投
資
の
算
定
方
法

6
パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ15】投資を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「温対法算定・報告・公表制度における排出係数」などを参照

報告対象年度における投資（株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなど）の運用に
関連する排出量。スコープ1、2に含まれない分。

●スコープ1、2の組織範囲を「出資比率基準」で設定している場合は、本カテゴリの算定は不要。（既にスコープ1、2に組み込まれ
ているため）
●投資事業者（利益を得るために投資を行う事業者）及び金融サービスを提供する事業者に適用され、主として、民間金融機関（商
業銀行など）向けのカテゴリ。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説【カテゴリ15】投資を参照

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説【カテゴリ15】投資を参照

Σ（各株式投資の排出量×株式保有割合）
＋Σ（各債券投資の排出量×投資先の総資本に対する割合）
＋Σ（各プロジェクトの排出量×プロジェクト出資額の割合）

任意で以下の項目を加算できる。
Σ（各収益の使途が明らかでない債権への投資額×投資部門の排出原単位）
＋Σ（管理型投資および顧客業務への投入額×投資部門の排出原単位）
＋Σ（その他分野への投資額×投資部門の排出原単位）

¥

CSR
1,2

2,000,000

10,000
100

■投資先のスコープ1、2排出量のうち
　当社が保有する株式保有割合分を
　計上する

■算定に使用できるデータは

20,000 t-CO2e=

2,000,000 t-CO2e
100/10,000
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次
は
調
達
に
関
す
る
カ
テ
ゴ
リ
を

算
定
し
て
み
よ
う
。

カ
テ
ゴ
リ
1「
購
入
し
た
製
品
・

サ
ー
ビ
ス
」と
…
。【
基
本
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
】の
第
2
部
2
・
1
・
1
を
見
れ

ば
よ
さ
そ
う
ね
。

①
カ
テ
ゴ
リ
1
で
算
定
す
る
製
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
排
出
量
と
い
う
の
は

【
資
源
採
取
段
階
か
ら
一
次
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
ま
で（
輸
送
を
含
む
）】な
の

か
。じ
ゃ
あ
、1
次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
だ

け
じ
ゃ
な
く
て
す
べ
て
の
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
に
デ
ー
タ
を
も
ら
わ
な
け
れ
ば

算
定
で
き
な
い
の
か
な
…
。

あ
っ
、や
っ
ぱ
り
別
の
算
定
方
法
も

あ
る
！

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
2・1・1
に
よ
る

と
、②「
自
社
が
購
入
・
取
得
し
た
製

品
及
び
サ
ー
ビ
ス
の
物
量・金
額
デ

ー
タ
を
把
握
し
て
、当
該
デ
ー
タ
に

資
源
採
取
段
階
ま
で
遡
及
し
た
排

出
原
単
位
を
用
い
る
こ
と
で
、資
源

採
取
段
階
ま
で
を
算
定
対
象
範
囲

と
し
ま
す
。」な
る
ほ
ど
、そ
れ
な
ら

な
ん
と
か
な
る
か
な
？

う
わ
ー
、②
購
入
し
た
製
品
・
サ
ー
ビ

ス
っ
て
う
ち
の
製
品
の
原
材
料
に
な

る
も
の
も
あ
れ
ば
、工
場
の
ユ
ニ

自
社
で
購
入
し
た
製
品
は
多
岐
に

わ
た
る
。分
類
の
仕
方
が
重
要

図11.カテゴリ1における算定対象範囲

第4章 カテゴリ算定例

カテゴリ1・3
調達

製
品
の
調
達
金
額
デ
ー
タ
か
ら
算
定
し
よ
う

自
社
製
品
の
原
材
料
だ
け
で
な
く
、事
務
用
品
な

ど
も
調
達
の
カ
テ
ゴ
リ
に
入
れ
よ
う
。

TRY

排出原単位DB

 

カテゴリ1 購入した製品・サービス

パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ1】購入した製品・サービスを参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「積み上げベースの排出原単位」などを参照

報告企業が報告対象年に購入・取得したすべての製品及びサービス
（カテゴリ2～8に含まれるもの以外）の採取、製造、輸送。
・自社が購入・取得した原材料、中間製品、最終製品（仕入商品を含む）
・自社が購入・取得したソフトウエアなどのサービス

●直接調達（事業者の製品の製造に直接関係する物品など）だけでなく、
間接調達（製品の製造に直接関係しない物品・サービス）も含む。
●購入した燃料・エネルギーの採取・製造などに係る排出量はカテゴリ３に
て算定します。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説【カテゴリ1】購入した製品・サービスを参照

各
種
資
料
か
ら
カ
テ
ゴ
リ
1
の
算
定
方
法
を
確
認
す
る

2

カ
テ
ゴ
リ
1
の
算
定
対
象
範
囲

1
1次サプライヤー

1次サプライヤー

1次サプライヤー

2次サプライヤー

2次サプライヤー

2次サプライヤー

自
社

資
源
採
取
段
階

算 定 対 象 範 囲

スコープ1、2に含まれない
燃料及びエネルギー関連活動

CATEGORY 3

購入した製品・サービス
CATEGORY 1
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フ
ォ
ー
ム
や
事
務
用
品
と
か
も
会

社
と
し
て
購
入
し
て
る
か
ら
そ
れ
も

入
る
の
か
。大
変
そ
う
だ
け
ど
、調

達
部
で
購
入
し
た
調
達
物
毎
の
調

達
量
を
把
握
し
て
る
か
も
？
ど
う

い
っ
た
分
類
で
把
握
が
で
き
そ
う
か

調
達
部
に
確
認
し
て
み
よ
う
。

原
単
位
デ
ー
タ
は
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

〔
5
〕。う
わ
っ
、デ
ー
タ
が
た
く

さ
ん
あ
る
！
で
も
、金
額
ベ
ー
ス
し

か
な
い
項
目
も
あ
る
の
ね
。③
当
社

の
よ
う
な
食
品
メ
ー
カ
ー
が
算
定

す
る
必
要
が
あ
る
の
は
米
か
ら
肉

用
牛
だ
け
ど
、こ
れ
は
価
格
ベ
ー
ス

し
か
排
出
原
単
位
が
載
っ
て
な
い
の

か
。じ
ゃ
あ
、価
格
ベ
ー
ス
で
デ
ー
タ

を
収
集
し
よ
う
。

調達物 年間購入料   排出係数  CO2排出量
シャフト 4,000 t 3.5 kg-CO2e / kg （仮） 14,000 t-CO2e
シリンダー 1,000,000 kg 5.0 kg-CO2e / kg （仮） 5,000,000 t-CO2e
タイヤ 20,000 t 10.0 kg-CO2e / kg （仮） 200,000 t-CO2e

kg-CO2e

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か
ら
、
カ
テ
ゴ
リ
１
の
基
本
・
簡
易 

そ
れ
ぞ
れ
の
算
定
パ
タ
ー
ン
を
確
認
す
る

3
自社が購入・取得した製品またはサービスに係る資源採取段階から
製造段階までの排出量をサプライヤーごとに把握し、
積み上げて算定する方法。

自社が購入・取得した製品またはサービスの物量・金額データに製品またはサービス
ごとの資源採取段階から製造段階までの排出原単位をかけて算定する方法。

基本の算定方法による算定が難しい場合

簡易

データによって単位が統一されていないと、間違った結果に。
計算の前には必ず単位を確認しよう。注意点

Σ（サプライヤーごとの排出量※）

Σ｛（自社が購入・取得した製品またはサービスの物量・金額データ）×（排出原単位※）｝

※青字部：サプライヤーのスコープ1、2排出量を収集して使用する。

※青字部：サプライヤーから収集するデータを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」などから
　引用・適用される二次データを使用する。購入・取得した製品またはサービスの資源採取段階まで遡及したものを使用する。

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説【カテゴリ1】購入した製品・サービスを参照

■カテゴリ1 購入した製品・サービス

基本

算出時には単位に注意しよう

200,000

 9.5  6.16=58,520
 8.4  4.71=39,564

 10.6  6.50=68,900
 5.8  7.82=45,356

■算定に使用できるデータは

58,520+39,564+
 68,900+45,356

212,340t-CO2e=

A4
Paper
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も
し
も
し
、調
達
部
で
す
。

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
排
出
量
を
算
定

す
る
た
め
に
、製
品
及
び
サ
ー
ビ
ス

の
調
達
が
知
り
た
い
の
で
す
が
、調

達
部
で
は
ど
の
よ
う
に
把
握
し
て
い

ま
す
か
。

調
達
物
は
た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
の

で
、大
・
中
・
小
分
類
、個
別
の
製
品

と
い
っ
た
分
類
で
購
入
金
額
を
把
握

し
て
い
ま
す
。ま
た
、発
注
元
の
部

署
単
位
で
も
把
握
で
き
ま
す
よ
。

た
と
え
ば
水
産
物
な
ら
、こ
ち
ら
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
あ
る
水
産
び
ん
・

か
ん
詰
、冷
凍
魚
介
類
の
よ
う
な
分

類
だ
と
あ
り
が
た
い
の
で
す
が
。

完
全
に
は
合
致
し
な
い
と
思
い
ま
す

が
、そ
れ
だ
と
中
分
類
く
ら
い
で
大

丈
夫
だ
と
思
い
ま
す
の
で
、中
分
類

で
集
計
し
た
デ
ー
タ
を
送
り
ま
す

ね
。た
だ
、こ
の
デ
ー
タ
は
会
社
の
機

密
情
報
な
の
で
、利
用
さ
れ
る
場
合

は
十
分
注
意
し
て
く
だ
さ
い
ね
。

●
　
●
　
●

デ
ー
タ
が
届
い
た
わ
！
や
っ
ぱ
り
た

く
さ
ん
あ
る
け
ど
、こ
の
分
類
に

社
内
の
調
達
部
か
ら
製
品
と

サ
ー
ビ
ス
の
デ
ー
タ
を
も
ら
お
う

●都市ガス、ガソリン、燃料などは[a]国内の排出原単位データベース
「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム基本データ
ベース（以下CFP-DB）」(JEMAI）が参考になる。

●エネルギーの採取～精製まで：
　CFP-DB JP304001～304004、CFP-DB JP311001～311022 など

カテゴリ3 スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動

各
種
資
料
か
ら
算
定
方
法
を
確
認
す
る

4
パンフレットで大体の内容を把握しよう。

パンフレット ▶第3章 簡易な算定方法 【カテゴリ3】スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動を参照

排出原単位DBで算定に使用する排出原単位を確認しよう。

▶「[7]電気-熱使用料当たりの排出原単位」「[a]国内の排出原単位
　データベース」などを参照

報告対象年に購入した燃料の上流側（資源採取、生産及び輸送）の排出及び電気・熱（蒸気、温水又は冷水）
の製造過程における上流側（資源採取、生産及び輸送）の排出。

●スコープ3基準では発電所での自家消費分及び送配電ロスをスコープ3のカテゴリ3の対象としている。
　一方、基本ガイドラインではこれらの排出量をスコープ2とし、スコープ3カテゴリ3からは対象外としている。
●このため、GHGプロトコルにおけるカテゴリ3と基本ガイドラインにおけるカテゴリ3では厳密には算定対象が異なるが、スコー
プ2とスコープ3カテゴリ3を合計すると同一の範囲が算定対象となっている。

留意事項

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ3】スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動を参照

CFP

CO2

 
JEMAI

排出原単位DB

エネルギー種

電力 0.0354 kgCO2e/kWh
蒸気 0.0139 kgCO2e/MJ

排出原単位

表9 電気・熱使用量当たりの排出原単位
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当
て
は
ま
る
原
単
位
を
当
て
て
い
け

ば
い
い
か
ら
頑
張
れ
ば
で
き
そ
う
。

原
単
位
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
は
生
産
者

価
格
ベ
ー
ス
と
購
入
者
価
格
ベ
ー
ス

が
あ
る
け
ど
、生
産
者
か
ら
直
接
購

入
し
た
な
ら
生
産
者
価
格
ベ
ー
ス
、

卸
や
元
売
か
ら
買
っ
て
い
れ
ば
購
入

者
価
格
ベ
ー
ス
の
原
単
位
を
使
え

ば
い
い
わ
ね
。

④
⑤
カ
テ
ゴ
リ
3
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
に

関
す
る
調
達
ね
。ス
コ
ー
プ
1
、2
で

も
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
排
出
量
を
算
定

す
る
け
ど
、カ
テ
ゴ
リ
3
も
カ
テ
ゴ

リ
1
と
同
じ
で【
資
源
採
取
段
階
か

ら一次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
ま
で（
輸
送
を

含
む
）】が
範
囲
だ
か
ら
違
う
の
か
。

Q
＆
A
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
詳
し
く

載
っ
て
い
た
か
ら
確
認
し
て
お
こ
う
。

大
体
で
き
た
け
ど
、一
部
ど
う
し
て
も

原
単
位
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
あ
て
は
ま
ら

な
い
も
の
が
あ
る
わ
。で
も
今
回
は
全

体
の
把
握
が
目
的
で
、全
体
か
ら
見
て

大
き
く
な
り
そ
う
に
な
い
も
の
だ
か

ら
、今
回
は
算
定
か
ら
除
外
し
よ
う
。

プラスワンQ&A参
照

■
購
入
し
た
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
具

体
例
を
知
り
た
い
。

■
原
単
位
D
B
の
生
産
者
価
格
と
購
入

者
価
格
の
違
い
は
？

■
ス
コ
ー
プ
1
・
2
と
ス
コ
ー
プ
3
の

カ
テ
ゴ
リ
3
の
違
い
は
？

■
カ
テ
ゴ
リ
を
除
外
す
る
際
の
基
準
は
あ

る
か
？

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か
ら
算
定
パ
タ
ー
ン
を
確
認
す
る

5■カテゴリ3 スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動

自社が購入した燃料の場合簡易1

※青字部：報告企業自身のデータであり一次データとして収集したデータを使用する。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」などから引用・適用される
　二次データを使用する。購入した燃料の、資源採取、生産及び輸送の排出原単位。

Σ｛（自社が購入した燃料の物量・金額データ）×（排出原単位）｝

電力会社から通常の契約で調達を行っており、電源の種類を特定した契約ではない場合簡易2

※青字部：報告企業自身の購入量データは、一次データで収集することになる。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」などから引用・適用される
　二次データを使用する。全電源平均の燃料の、資源採取、生産及び輸送の排出原単位。

Σ｛（自社への電気の入力データ）×（全電源平均の排出原単位）｝

電源の種類を特定した契約によって調達している場合簡易3

※青字部：報告企業自身の購入量データは、一次データで収集することになる。
※赤字部：排出原単位DBなどから引用・適用される二次データを使用する。電源の種類別の燃料の資源採取、生産及び輸送の排出原単位。

Σ｛（自社への電源の種類別の電気の入力データ）×（電源の種類別の排出原単位）｝

・エネルギー関連の排出係数はCFP-DB B-JP104001～122001にもあるが、これらはCradle to Graveのデータである（スコープ1,2で
 ある燃焼工程も含んでいる）ため、カテゴリ3の算定においては使用できない。
・燃料の重量や体積換算係数は、 CFP-DB B-JP104001～122001にも記載されている。

熱については、契約先によらず、産業用蒸気と冷水・温水の２種類で算定簡易4

※青字部：報告企業自身のデータであり一次データとして収集したデータを使用。
※赤字部：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」などから引用・適用される
　二次データを使用する。購入した熱の、資源採取、生産及び輸送の排出原単位。

Σ｛（自社への熱の入力データ）×（排出原単位）｝

基本ガイドライン ▶第２部 算定方法の解説 【カテゴリ3】スコープ1・2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動を参照

▶排出原単位については、「排出原単位について」を参照

A
4

 2,000 t  0.0365 kg-CO2e/kg  =  73 t-CO2 CFP-DB B-JP304002

A  2,000 kL    0.214 kg-CO2e/L  =428 t-CO2 CFP-DB B-JP311006

 10,000 kWh  0.0354 kg-CO2e/kWh  =354 t-CO2 DB P19

■算定に使用できるデータは

73+428+354 854 t-CO2e=


